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１ 綾瀬市総合計画２０３０ 

綾瀬市総合計画２０３０は、本市が持続可能なまちとしてあり続けるために、令和３年度（２０２１年度）から令和１２年

度（２０３０年度）までの１０年間で目指すべきまちの姿を設定し、市政運営の基本となる方向性を定める計画です。 

今後のまちづくりや行政の課題に対する方向性を定めるため、本計画は次の基本構想と実施計画の２層で構成します。 

 

（１）基本構想 

目指すべき将来都市像や１０年後のまちに向けた理念を明らかにし、その実現に向けて、「育てる」「稼ぐ」「支える」の３つ

の基本方針を設定し、重点的、戦略的に実施する取り組みとして、１５の「戦略プロジェクト」を定めています。 

◆将来都市像        「緑と文化が薫るふれあいのまち あやせ」 

◆１０年後のまちに向けた理念「“つたえる”を大切にするまち “つながる”を生み出すまち」 

 

（２）実施計画 

実施計画とは、１５の戦略プロジェクトを構成する事業や各行政分野の政策事業について、３年程度を見据えて策定した個

別の事業計画を指します。基本構想で示す目指すまちの姿の実現に向けて、事業計画を具体的に位置付ける役割を果たします。 
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２ 実施計画の構成 

（１）実施計画に掲載する事業 

令和７年度に新規又は拡充として実施する実施計画事業に加え、総合計画に掲げる戦略プロジェクト達成に向けて貢献度の

高い事業、または、本市の主要政策かつ実施計画事業である事業を中心に掲載しています。 

また、掲載順については、「政策・施策体系別事業」として、行政が担う施策を「福祉・保健」「安心・安全」「都市づくり」

「産業振興」「文化・教育」「環境」「自治・行政」の７つの分野に区分し、各実施計画を政策・施策別に掲載しています。 

Ｐ.５６の索引（実施計画事業一覧）には、総合計画2030の計画期間が始まった令和３年度以降のすべての実施計画の事業名

を戦略プロジェクトへの該当、施策の分野・政策等の情報とともに掲載し、これまでの取り組みを一覧化しています。 

 

（２）戦略プロジェクトについて 

実施計画事業のうち、総合計画に掲げる１５の戦略プロジェクトの推進に資する政策的な事業については、関連するプロジ

ェクトを記載しています。 

 

・戦略プロジェクトとは 

 「育てる」「稼ぐ」「支える」の３つの基本方針に基づき、本市において緊急性、重要性が高く、かつ重点的、戦略的に実

施する取り組みを「戦略プロジェクト」として位置付けており、次の５つの原則を基に定めています。 

 

①人口減少社会における課題解決に直結すること 

②本市の将来を見据え、１０年間で実現すべきビジョンを明確にしていること 

③優先的に取り組むべき課題に焦点を当て、実現可能性と効果が高いこと 

④市民と共に協力・連携しながら、取り組みを進めること 

⑤庁内横断的な取り組み・体制により、実現を図ること 
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３ 政策・施策体系別事業 
（１）政策・施策体系図 

  

分野 政策 施策 分野 政策 施策
１　地域で支え合う福祉活動 １　工業振興

２　高齢者福祉と社会参加 ２　企業誘致

３　 障がい者の自立と社会参加 ３　労働環境

４　社会保障

１　商業振興

１　健康づくり ２　観光振興

２　地域医療

３　スポーツ １　農業振興

２　農地保全

１　子育て支援

２　保育環境

３　青少年健全育成 １　学校教育

２　学校教育環境

１　防災危機管理体制 １　生涯学習

２　火災予防と消防力 ２　文化・芸術

３　災害に強いまちづくり ３　文化財の保護活用

１　防犯対策

２　交通安全対策 １　みどりの保全

３　市民相談 ２　環境負荷の低減

１　基地対策 １　生活環境の保全

２　基地との新たな関わり ２　資源の利活用

１　総合的土地利用 １　コミュニティづくり

２　産業の拠点形成 ２　多文化共生

１　公共交通ネットワーク １　人権擁護

２　道路ネットワーク ２　平和活動

３　 歩行者･自転車ネットワーク

１　効果的・効率的な行財

　　政経営

１　住宅 ２　シティプロモーション

２　景観 ３　人材育成・研修

３　公園 ４　公共施設マネジメント

４　下水道 ５　ＩＣＴの利活用

５　河川

２ 都市基盤 ２ 人権・平和

３ 行政経営

３ 都市環境

２ 安心
６　環境 １ 自然環境

３ 基地 ２ 生活環境

３　都市づくり １ 土地利用 ７　自治・行政 １ コミュニティ

３ 農業

３ 子ども・子育て

５　教育・文化 １ 教育

２　安全・安心 １ 防災 ２ 生涯学習

２ 商業・観光
２ 健康・医療

１　福祉・保健 １ 福祉 ４　産業振興 １ 工業
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（２）「政策・施策体系別事業一覧」の見方 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
事業と特に関連のあるＳＤＧｓ（持続

可能な開発目標）を示しています。 

施策ごとに、R7 年度の新規・拡充事業、前年度

以前から実施されている実施計画事業を指す 

主要継続事業を掲載しています。 

事業が該当する戦略プロジェクト(p.7)の略称を

示しています（該当しない場合は未記入です）。 

指標の目標値を年度  

ごとに示しています。 
基準値・目標値の  
単位を示していま
す。 

事業の成果等を図る際、参

考となる指標（重要業績評

価指標）を示しています。 

取り組む事業の名称を示しています。

（同一の事業が複数の施策に関連している

場合は、主となる施策以外の施策について

は、事業名の前に「（再掲）」と表記していま

す。 

当該事業を担当する所属名

を示しています。（）内は  

R7 年度以降の課名です。 

目標値の設定にあたっての基準値

を示しています。「－」となってい

るものは、新規等の事業により基準

値がないことを示しています。 

新規・拡充・主要継続事業の該当

区分を示しています。 

分野・政策・施策ごとに仕分けています

（詳細は p.5 分野別施策体系図をご覧くださ

い）。 
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４ 戦略プロジェクト一覧 
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５ SDGｓの取組み 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）とは、２０１５年の国連サミットで採択された、世界の

都市に共通した普遍的目標です。 

「誰一人取り残さない」持続可能で、多様性と包摂性のある社会を実現するため、２０３０年を年限とする１７のゴール（目

標）、その下に１６９のターゲットが定められ、地方自治体も含んだ幅広い関係者の連携が重視されています。 

本市としても、国際社会の普遍的目標であるＳＤＧｓに貢献する視点に立ち、あらゆる施策・事業においてＳＤＧｓを意識

して取り組んでいく必要があることから、政策・施策体系別事業一覧において、事業ごとに特に関わりの深い１７のゴールを

紐づけています。ＳＤＧｓの１７のゴールは、以下のアイコンで表されます。 

 

 

 



7

② 食料支援回数 回 120（R4） 156

単
位

件 基
準
値

1（R2）

単
位

箇所 基
準
値

4（R4） 目
標
値

福祉総務課（生活支援課）

福祉総務課

主要継続 　食料支援団体の活性化促進事業

概
要

物価高騰等の影響により増加している生活困窮者に対して十分な食料提供を行うため、困窮者への食料支援
を実施している団体に対し、増加した支援者数や活動回数に応じてその分に必要な食材や消耗品等の購入費
用を助成します。

S
D
G
s

指
標

① 食料支援実施場所
R
7

7
R
8

7
R
9

156 156

概
要

住民参加型移動支援団体や福祉有償運送等を行う人材の育成と地域の移動困難者が安心して暮らせるまちを
目指すため、貸出用車両のさらなる周知や補助金制度の活用促進など、団体に対する継続的支援を行いま
す。

S
D
G
s

R
8

指
標

① 補助申請件数 目
標
値

R
7

6

施
策
 
1
 
地
域
で
支
え
合
う
福
祉
活
動

戦略-支4

6
R
9

7

② 貸出用車両の利用件数 件 1（R2）

分野 1 福祉・保健

政策 1 福祉

　福祉団体育成事業（地域における移動手段の充実）主要継続

（３）政策・施策体系別事業一覧

60 120 150
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単
位

日 基
準
値

45（R2～4平
均） 目

標
値

R
7

36
R
8

R
9

―
R
7

5
R
8

100

内
容

事
業

令和7年度 令和8年度 令和9年度

・補助金申請受付及び補助決定
・補助金支出

・同左 ―

指
標 ① 工事進捗率

単
位

％
基
準
値

4,500

① 申請から認定までの平均日数

―
目
標
値

30

②

施
策
 
2
 
高
齢
者
福
祉
と
社
会
参
加

新　規 　特別養護老人ホーム及び地域包括支援センターの整備 高齢介護課・地域包括ケア推進課

概
要

高齢者やその家族が住み慣れた地域で安心して介護サービスや相談を受けられる環境づくりを推進するた
め、地域包括支援センターを併設する特別養護老人ホームを整備する事業者へ、整備費の一部を補助しま
す。

S
D
G
s

分野 1 福祉・保健

政策 1 福祉

高齢介護課

概
要

今後も増加が見込まれる介護認定申請を円滑に処理できる体制を構築するため、タブレットやPC等のデジタ
ル機器を活用して介護認定業務の効率化を図り、介護保険サービスが円滑に受けられるようにします。

S
D
G
s

指
標

R
9

30

主要継続 　介護認定における訪問調査及び認定審査会の電子化

訪問調査、認定審査会事務対応時間 時間
6,000（R2～4平

均）
5,000 4,500

300 300 300

アクティブ・シニア応援窓口（就労）での
マッチング件数 単

位

件 基
準
値

主要継続 　高齢者の社会参加促進 戦略-支1 高齢介護課

概
要

病気や心身の機能低下に負けない元気な高齢者を増やすため、企業や団体とのマッチングをおこアクティ
ブ・シニア応援窓口や、体験教室の開催等の取組みを行います。

S
D
G
s

指
標

① 102（R4） 目
標
値

R
7

110
R
8

110
R
9

110

②
アクティブ・シニア応援窓口（社会参加）で
のマッチング件数

件 ―
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80 80

R
9

単
位

％ 基
準
値

― 目
標
値

R
7

R
8

―

① 就労定着率 ％ 80（R2） 80目
標
値

R
7

R
8

R
9②

％ 60（R3） 64 65 65

100

R
8

100

R
9

100
基
準
値

100（R4）
目
標
値

R
7

　就労相談支援業務 障がい福祉課

概
要

就労相談支援で一般就労をした障がい者が、離職せず長期で就労を継続できるよう、障がい者及び勤務先
へ、電話や訪問により定期的に連絡を取り、必要な助言や調整などの支援を行います。

S
D
G
s

―

② 施設利用者の満足度 ％ ― ―

基
準
値

指
標

令和7年度

　
施
策
 
3
 
障
が
い
者
の
自
立
と
社
会
参
加

主要継続

単
位

令和9年度

分野 1 福祉・保健

政策 1 福祉

―

就労相談数 人 39（R2） 30 30 30

―

新　規 　ばらの里再編事業 障がい福祉課

概
要

施設の老朽化や生活介護に必要なスペースが十分に確保できないことから、現在のばらの里を廃止し、新た
に医療的ケアが必要な重度障がい者を受け入れ、入浴設備及び排泄介護が行えるスペースを有する民設民営
施設を公募し、民間活力を活用した質の高い生活介護サービスについて、令和10年度からの提供開始を目指
します。

S
D
G
s

主要継続 　障がい者緊急受け入れ体制の整備 障がい福祉課

概
要

障がい者が地域で安心して生活できる環境を整備するため、１８歳以上の障がい者（身体・知的・精神等）
の介護者が、急病等の不測の事態により一時的に介護することができなくなった際、４８時間を上限として
市内の短期入所施設に一時的に入所できる体制を整備します。

S
D
G
s

令和8年度

・事業者公募、選定 ―
・建設工事開始、完了、新事業所登録
・補助金等の手続き

指
標

―① 施設への通所割合

内
容

事
業

②
短期入所の支給決定を受けている障がい者
（医療ケア等を除く）のうち、事業の利用登
録をしている者の割合

指
標

① 緊急事態発生時の対象者の受入率

単
位

％
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主要継続 　学習支援クーポン支給事業

R
7

80
R
8

100
R
9

100

②

施
策
 
4
 
社
会
保
障

委託事業数（ハイリスクアプローチ、ポピュ
レーションアプローチ）

指
標

①

・委託内容の検討
・神奈川県後期高齢者医療広域連合との調整
・事業の実施

・同左 ・同左

4

概
要

75歳以上の後期高齢医療制度加入者を対象に、ハイリスクアプローチ事業（高齢者に対する個別的支援事
業）とポピュレーションアプローチ事業（通いの場等への積極的な関与等事業）の実施地域を拡大します。
また、事業実施に不可欠な専門職を確保するため一部業務を民間委託にて実施します。

S
D
G
s

内
容

事
業

令和7年度

生活保護世帯の学習支援割合 ％ 22.2（R5） 40 50 50

制度認知率
単
位

％ 基
準
値

圏域
基
準
値

3（R6）
目
標
値

R
7

4
R
8

事業

指
標

① 事業実施圏域数
単
位

分野 1 福祉・保健

政策 1 福祉

拡　充 　高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 戦略–支2 保険年金課

福祉総務課（生活支援課）

概
要

学校外の体験格差を解消し貧困の連鎖を断ち切るため、生活保護及び就学援助受給世帯の中学３年生のう
ち、費用面で学習塾への通塾をためらっている生徒などに対して、塾代に特化した電子クーポンを活用し、
費用の一部を助成するとともに、大学生ボランティアが定期面談を行い、伴走型の進路・学習支援を行いま
す。

S
D
G
s

令和8年度 令和9年度

4
R
9

4

②

― 目
標
値

0（R6） 1 3
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概
要

リハビリテーションに関する専門的知見を有する者を介護サービス事業所へ派遣することで、高齢者の有す
る能力を評価し改善の可能性を助言する等、介護職員の介護予防に関する技術的支援を行うほか、各種フレ
イル予防の取り組みを実施し、生きがい・役割をもって元気に生活し続けられる高齢者を増やします。

リハビリテーション専門職派遣事業所数 事業所

分野 1 福祉・保健

基
準
値

― 目
標
値

R
7

政策 1 福祉

施
策
 
4
 
社
会
保
障

主要継続 　フレイル予防の推進 戦略-支2 地域包括ケア推進課

S
D
G
s

指
標

① 転倒予防教室参加者数
単
位

人

― 4② 4 4

60
R
8

60
R
9

60
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市職員による利用促進事業の実施回数施
策
 
1
　
健
康
づ
く
り

100% 100%
指
標

％ ― 100%

概
要

②

R
9

令和8年度 令和9年度

戦略-育1

目
標
値

・同左 ・同左

R
7

60%
R
8

中学3年生における学級閉鎖及び休校期間の減少

S
D
G
s

インフルエンザ予防接種率

日

S
D
G
s

疾病及び異常を早期に発見し、適切な指導を行うことでその進行を未然に防止するとともに、養育者への育
児に関する助言を行うことで、乳児の健康の保持及び増進を図ります。

・産科医療機関等で健康診査を実施
・産科医療機関等との連携

18日（R5)

　１か月児健康診査費用の助成

単
位

基
準
値

②

単
位

基
準
値

指
標

概
要

充実した学校生活への支援を行うため、中学３年生を対象にインフルエンザの罹患を予防するための不活化
ワクチン（注射）又は、弱毒生ワクチン（点鼻）の接種費用の一部を助成します。

令和8年度

内
容

事
業

新　規

100%①

　中学３年生のインフルエンザ予防接種費用の助成

100%

・同左

令和9年度

新　規

80%

・事業周知
・費用の助成

・同左

R
7

分野 1 福祉・保健

政策 2 健康・医療

R
8

R
9

目
標
値

健康づくり推進課（こども家庭センター）

健康診査受診率 

―

令和7年度

令和7年度

100%

健康づくり推進課（こども家庭センター）

受診券の交付率 ％

前年度より減少基準値より減少

％

前年度より減少

① 70%

内
容

事
業

―

14



②

新　規

目
標
値支援が必要な妊婦へのサポー

トプラン作成割合
％ ―

参加者満足度 点 ― 3.0 3.5

90
R
8

95
R
9

100

4.0

施
策
 
1
　
健
康
づ
く
り

令和8年度 令和9年度

・事業周知
・食育に関する講話や市内農産物を使用した調理実習

R
7

令和7年度 令和8年度 令和9年度

産科医療機関における周知
R
9

100

・事業周知
・産科医療機関との連携・調整
・費用の助成

・同左

分野 1 福祉・保健

指
標

① 事業定員数に対する参加率
単
位

％

②

指
標

R
7

健康づくり推進課（こども家庭センター）

単
位

％
基
準
値

① 100
R
8

100―

内
容

事
業

令和7年度

・同左 ・同左

基
準
値

― 目
標
値

低所得世帯妊婦の経済的負担軽減を図るとともに、妊娠の初期段階における母子に対する支援を強化し、妊
娠期からの切れ目のない支援体制を構築するため、初回の産科受診料の費用を助成します。

S
D
G
s

　初回産科受診料の助成

・同左

内
容

事
業

　親子で食育体験教室事業委託 戦略-支2

概
要

年長児～小学生とその保護者に対し、親子それぞれに必要な食や健康の知識、調理・共食による楽しさを啓
発するため、高度な専門性を有する学校法人（管理栄養士を養成する大学）に委託して、食育体験教室を実
施します。

S
D
G
s

100

新　規 戦略-育1

政策 2 健康・医療

健康づくり推進課（こども家庭センター）

100 100

概
要

15



ウィッグ助成金利用者数
単
位

人
基
準
値

―
指
標 ①

分野 1 福祉・保健

政策 2 健康・医療

施
策
 
1
　
健
康
づ
く
り

主要継続

R
8

36
R
9

3636
目
標
値

R
7

健康づくり推進課（医療健康課）

概
要

抗がん剤治療等による外見の変化（脱毛）に起因する精神的及び経済的な不安を軽減するとともに、社会参
加の支援や療養生活の質の向上を図るため、ウィッグ購入の助成を行います。

S
D
G
s

　がん患者ウィッグ購入費助成事業

16



　病院誘致に向けた地域医療の実態調査

目
標
値

R
7

内
容

事
業

令和7年度 令和8年度 令和9年度

分野 1 福祉・保健

・医師招へい補助

新　規

市内で新たに小児科を標榜する診療所を開設しようとする医師等の事業者が、有料職業紹介業者を利用して
小児科医師を雇用した際の医師紹介手数料に対し、助成します。

概
要

S
D
G
s

令和7年度 令和8年度 令和9年度

　小児科診療所の開業支援

・事業完了後支給

関係機関への働きかけを継続

・委託契約締結
・アンケート内容等の精査、調整
・調査実施、報告書受領

・誘致に向けてのアプローチの検討
・関係機関への働きかけを開始

・関係機関への働きかけを継続

R
8

R
9

S
D
G
s

病院誘致に向けて、医療圏の調査や市民ニーズの把握、将来推計等により、本市における地域医療の実態を
客観的かつ多角的に分析し、課題を整理するための地域医療総合調査を実施します。

健康づくり推進課（医療健康課）

・申請受付
・交付決定
・事業完了後支給

単
位

基
準
値

指
標

内
容

事
業

① 人口10万人あたりの小児科系診療所数
診療所数
/10万人
（人口）

8.34（R2） 8.34 8.34 9.59

概
要

施
策
 
2
　
地
域
医
療

新　規

指
標

健康づくり推進課（医療健康課）

政策 2 健康・医療

R
7

調査実施、報告書受領
R
8

関係機関への働きかけを開始
R
9

17



施
策
 
3
　
ス
ポ
ー
ツ

両市連携スポーツ教室の年間参加者数 人
単
位

基
準
値

―

市民の健康増進及び運動習慣の定着を図るとともにスポーツ振興を図るため、綾瀬スポーツ公園及び大和ゆ
とりの森を活用し、綾瀬市及び大和市の子どもたちを対象としたスポーツ事業（サッカー教室及び健康関連
等の出展ブースを予定）を開催します。

S
D
G
s

スポーツ課

指
標

R
9

120

概
要

市民の健康増進、運動習慣の定着を図るとともに、スポーツ振興を図るため、ホームタウンチームＳＣ相模
原やノジマステラ神奈川相模原とのサッカー教室をはじめ各種スポーツ教室や、市民デーの開催など、ス
ポーツ事業をさらに促進します。

S
D
G
s

S
D
G
s

目
標
値

R
7

100
R
8

110

①
ノルディック・ウォーク教室の年間新規参加
者数

単
位

主要継続

市民の健康増進、運動習慣の定着を図るため、ノルディック・ウォークの普及に向け、定期的な教室の開
催、ポールの貸出を行います。

分野 1 福祉・保健

R
7

135
R
8

140
R
9

145

概
要

　ホームタウンチームを活用した健康スポーツ事業の開催 戦略-支2

　ホームタウンチームＳＣ相模原・ノジマステラ神奈川相模原との連携事業 戦略-支2

人
基
準
値

スポーツ教室の年度末在籍者数

主要継続 　ノルディック・ウォーク普及事業 戦略-支2 スポーツ課

単
位

人
基
準
値

49（R5）
目
標
値

R
7

50
R
8

55
R
9

60

概
要

指
標

指
標 ①

132(R5)
目
標
値

スポーツ課主要継続

①

政策 2 健康・医療
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―

訪問における初回面接率

―

新　規

概
要

R
8

指
標

目
標
値

内
容

事
業

施
策
 
1
 
子
育
て
支
援

養育環境が深刻な状況になる前に、訪問支援員を家庭に派遣することで養育環境の改善を図ると同時に、市
の継続的な支援体制に繋げます。

概
要

　子育て世帯サポート事業

R
7

新　規 戦略-育1

指
標

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

事業利用者延べ人数

　子育て支援訪問事業 

目
標
値

単
位

・同左

令和9年度

・育児用品等の購入
・保健師等の訪問による配布
・産科医療機関や児童相談所等との連携

・同左

136

100 100①
R
8

S
D
G
s

令和7年度

②

133 130

支援が必要であるにも関わらず市や地域における支援に繋がっていない家庭など、関りが必要な家庭に対し
育児用品等の配布を契機として家庭の状況の把握を行い、継続的な支援に繋げます。

100 100

基
準
値

令和8年度

単
位

100

基
準
値

令和9年度

養育環境の改善割合

人日

％

100
R
9

・同左

％ 64（R5）

令和7年度

・同左
・事業所の確保
・事業周知
・事業実施

令和8年度

健康づくり推進課（こども家庭センター）

健康づくり推進課（こども家庭センター）

R
9

内
容

事
業

戦略-育1

S
D
G
s

R
7

①

19



令和8年度

―人
基
準
値

こども家庭ソーシャルワーカー資格取得者数

分野 1 福祉・保健

人
基
準
値

―

新　規 　こども家庭センターにおける相談体制の強化 戦略-育1

10

こども未来課（こども家庭センター）

S
D
G
s

健康づくり推進課（こども家庭センター）

令和7年度

S
D
G
s

主要継続 　非認知能力向上促進事業（心と身体を癒すリラクゼーション講座） 戦略-育1

施
策
 
1
 
子
育
て
支
援

・同左 ・同左

政策 3 子ども・子育て

指
標 ①

講座の参加者
単
位

戦略-育1

内
容

事
業

子の非認知能力向上や虐待予防を図るため、子育てに不安を抱えていたり、子育てが苦手で支援が必要な未
就学の子を持つ親を対象に、感情のコントロールや集中力・想像力・創造力・自己肯定感等を高める『心と
身体を癒すマインドフルネス講座（リラクゼーション）』を実施することで、子どもの情緒が安定し健全な
成長ができる環境を形成します。

概
要

10
指
標

子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化している状況等を踏まえ、相談支援等の質の向上を図る
ため、「こども家庭ソーシャルワーカー」を配置し、包括的な支援体制の強化に取り組みます。

① コミュニケーション力講座の参加者
単
位

人
基
準
値

14（R2）
目
標
値

R
7

R
8

7

S
D
G
s

主要継続 　非認知能力向上事業

①
R
8

令和9年度

目
標
値

R
7

15
R
9

20

こども未来課（こども家庭センター）

概
要

コミュニケーション力向上と非認知能力の周知を図るため、コミュニケーション力講座の開催に加え、非認
知能力に関するリーフレットを作成し、１歳６か月児健診と３歳６か月児健診時に配布します。

R
9

・こども家庭ソーシャルワーカーの資格取得（保健
師、社会福祉士）

概
要

単
位

目
標
値

R
7

5

40
R
8

40
R
9

40
指
標

20



政策 3 子ども・子育て

施設

分野 1 福祉・保健

―

内
容

事
業

戦略-育1

令和9年度

① 事業実施施設数

令和9年度

4
単
位

新　規

12

S
D
G
s

S
D
G
s

施
策
 
2
 
保
育
環
境

R
9

・事業実施施設の確保
・事業実施

・同左

指
標

目
標
値

R
7

―

基
準
値

新　規

指
標 ①

　保育所等における睡眠中の事故防止

内
容

事
業

施設

目
標
値

単
位

R
7

　こども誰でも通園制度

令和8年度

・民間保育所等による備品の整備
・補助金の交付
・公立保育園での機器利用の継続

R
9

14

・各園に対し制度の説明、活用の促進
・民間保育所等による備品の整備
・補助金の交付
・公立保育園設置及び機器利用の開始

戦略-育1

概
要

24

保育課

② 利用延べ人数 人/日

R
8

2

概
要

令和7年度

全ての子どもの育ちを応援するため、生後6か月から3歳未満の子どもを対象に、月一定時間までの利用可能
枠の中で就労要件を問わずに保育所等で保育を提供します。

基
準
値 ―

1（R6）
午睡チェック機器を導入したことで安全性が
向上した施設数（累計）

―

・事業実施施設の確保
・公立保育園の体制整備（消耗品及び備品の調達）
・国システムの利用に向けた調整

保育課

令和7年度

R
8

民間保育所等における睡眠中の事故を防止するための備品等を購入する場合に、その費用に係る補助金を交
付します。また、公立保育園2園が子どもの安全対策の強化を行い、市全体の保育水準の向上及び先行事例
となることで補助金活用の促進に寄与します。

1410

令和8年度

・民間保育所及び公立保育園等での備品及び機器
利用の継続
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指
標

①
気になる子に対応する幼稚園教諭を充実させ
た施設数

単
位

園 9
R
8

9
R
9

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

施
策
 
2
 
保
育
環
境

主要継続 　幼稚園雇用環境改善事業

人
133（14）
（R4）

基
準
値

0（R5）
目
標
値

R
7

戦略-育1 保育課

概
要

特定の判定は受けていないが発達上の特性から幼稚園の生活において困難を抱えており、特別な支援が必要
と考えられる子ども(以下、「気になる子」という）を預かる幼稚園教諭の働く環境を改善するため、気に
なる子の幼児教育にかかる人件費の一部を助成します。

S
D
G
s

指
標

①
負担軽減が図られた公立保育所等の保護者数
（うち、もみの木園）

単
位

人
基
準
値

539（26）
（R4） 目

標
値

R
7

542（26）
R
8

516
R
9

保育課・障がい福祉課

概
要

使用済み紙おむつを保護者が持ち帰らなくて済むようにするため、民間保育所等については、紙おむつの処
分費用に要する費用の一部を補助するとともに、公立保育所等についても紙おむつの処分を実施します。
※もみの木園については令和8年度より指定管理者制度を導入します。

S
D
G
s

516

②
負担軽減が図られた公立保育所等の保育士数
（うち、もみの木園）

134（14） 134 134

9

②
幼稚園教諭の増などにより雇用環境を改善さ
せた施設数

園 0（R5） 9 9 9

主要継続 　保育所等紙おむつ処理事業 戦略-育1
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R
9

100

② 制度の対象となる世帯の利用割合 ％ 0（R5） 100

指
標

① 減免制度を利用するクラブの割合
単
位

％ 基
準
値

0（R5） 目
標
値

R
7

100

こども未来課（児童青少年支援課）

放課後児童クラブを必要とする人がより利用しやすくするため、子育てと生計の維持を一人で担うひとり親
家庭に対し保育料を助成することで、育児と仕事の両立の促進を図ります。

施
策
 
3
 
青
少
年
健
全
育
成

主要継続 　放課後児童クラブ保育料助成金 戦略-育1 保育課

概
要

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

主要継続 ドリームプレイウッズ利活用促進事業 戦略-育1

概
要

自然の中で自主性・創造性を育める施設であるドリームプレイウッズを恒久的な施設として有効活用するた
め、市が用地を購入し、出入口の整備や外構工事等の安全対策を講じ、社会教育施設として冒険遊び場に位
置付け、子どもたちの新たな居場所及び多世代が交流する場所にします。

S
D
G
s

100

100

R
8

100

S
D
G
s

指
標

R
7

供用開始
R
8

供用継続
R
9

供用継続
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分野 2 安全・安心

政策 1 防災

施
策
 
1
 
防
災
危
機
管
理
体
制

危機管理課

概
要

さまざまな災害から市民の生命・財産を守るため、各種計画（「地域防災計画」（地震編、風水害編）、
「業務継続計画」（地震編、感染症編）、「国民保護計画」（避難マニュアルを含む。）及び「受援計
画」）の改訂及び策定を行います。

S
D
G
s

戦略-支3主要継続 　地域防災計画等改訂業務

30 60

％

指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

100
R
7

R
8

R
9

各種計画の改訂及び策定の進捗率① 0（R5）％

主要継続 　避難行動要支援者個別避難計画作成事業

指
標 ①

概
要

高齢者や障がい者などの要配慮者のうち、自ら避難することが困難な避難行動要支援者の災害時の避難支
援等を実効性のあるものとするため、民生委員や福祉専門職等の地域や日常の支援者と連携して、個別避
難計画を作成します。

S
D
G
s

R
9

R
7

25
R
8

45
基
準
値

0（R5）
目
標
値

主要継続

概
要

指
標

20
R
9

20① 防災訓練や講演会等の実施回数
単
位

回
基
準
値

20（R3）
目
標
値

R
7

20

危機管理課・福祉総務課・障がい福祉課
・高齢介護課・地域包括ケア推進課戦略-支3

75

R
8

　防災意識啓発 戦略-支3 危機管理課

市民等の防災意識の向上のため、総合防災訓練や講演会等を実施するとともに、自主防災訓練等を通じて
啓発を行います。また、小・中学校を対象とした防災教育を推進します。

S
D
G
s

個別避難計画の作成率
単
位
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施
策
 
3
 
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

概
要

指
標

① 消防訓練回数
単
位

回 基
準
値

概
要

主要継続 　下水道管施設（管きょ・終末処理場）の耐震化

政策 1 防災

施
策
 
2
 
火
災
予
防
と
消
防
力

主要継続 予防課

分野 2 安全・安心

　VR消火訓練資器材導入事業 戦略-支3

6,791（R4） 7,800 8,300 8,300

87（R4） 目
標
値

R
7

150
R
8

「ＶＲ消火訓練資器材」を導入し、リアリティのある訓練を実施することでより効果的な訓練を実施しま
す。

S
D
G
s

180
R
9

180

② 訓練参加人数 人

戦略-支3 下水道課

大規模な震災時においても衛生環境及び住環境を維持するため、下水道施設の耐震補強工事を実施しま
す。

S
D
G
s

指
標

R
7

R
9

終末処理場汚泥処理棟の建築部分の工事を
実施

R
8

終末処理場汚泥処理棟の建築部分の工事を実施
終末処理場の沈砂池・用水設備、水処理設備の
機械・電気工事及び水処理施設の土木付帯設備
工事を実施
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自治会数に占める、本事業に基づく防犯カ
メラを設置した自治会の割合

％ 0（R5） 50

施
策
 
1
 
防
犯
対
策

政策 2 安心

主要継続 戦略-育3

① 70

　防犯カメラ設置費補助事業

指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

R
7

R
8

②
体感治安指数(治安に対する体感指数）の向
上（市民アンケートにおいて、「治安が良
い」とする割合）

分野 2 安全・安心

80

％

R
9

40

危機管理課

犯罪のない安全で安心なまちづくりを目指し、自治会等の地域団体が行う防犯カメラの設置に要する費用
の一部を補助する事業を実施します。

S
D
G
s

概
要

― 30 50

82
R
8

100
R
9

―
目
標
値

R
7

施
策
 
2
 
交
通
安
全
対
策

指
標 ①

交通安全施設（車止めポール）設置工事整
備率

単
位

％
基
準
値

28(R2)

主要継続 　交通安全施設（車止めポール）設置工事 道路管理課

概
要

安全で安心な道路環境の維持向上を図るため、交差点において、歩行者が車両に巻き込まれる事故の防止
に向け、対策が必要な８２交差点に交通安全施設（車止めポール）を設置します。

S
D
G
s
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R
9

1回以上 1回以上 1回以上

分野 2 安全・安心

政策 3 基地

主要継続 　厚木基地に関する要請等の活動 基地政策課

概
要

厚木基地による市民負担の軽減のため、騒音の低減や住宅防音工事などの騒音対策の充実、航空機の安全
対策の徹底等を政府や米国に求めます。

S
D
G
s

① 基地対策に係る要請活動 回

施
策
 
1
 
基
地
対
策

指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

R
7

R
8

1（R3）

１事業以上

主要継続 　基地の活用、日米交流の促進 基地政策課

概
要

厚木基地を地域の資源として活用するため、観光資源化、施設の共同使用、日米交流を促進します。

S
D
G
s

指
標 ①

民間レベルを含めた基地の有効活用に係る
新規事業数

単
位

事業

施
策
 
2
 
基
地
と
の
新
た
な
関
わ
り

基
準
値

―
目
標
値

R
7

１事業以上
R
8

１事業以上
R
9
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R
7

サウンディングの実施、中心市街地活性化策の
検討

R
8

サウンディング及び検討結果に応じ対応
R
9

サウンディング及び検討結果に応じ対応

分野 3 都市づくり

政策 1 土地利用

主要継続

概
要

中心市街地エリアについて、民間事業者との対話を通じ、新たな事業提案等情報収集し、中心市街地エリ
アの在り方や事業展開等を検討します。

S
D
G
s

施
策
 
2
 
産
業
の
拠
点
形
成

　中心市街地の活性化 戦略-稼1・稼5 道の駅整備推進室（中心市街地振興課）

指
標
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令和8年度 令和9年度

拡　充

分野 3 都市づくり

政策 2 都市基盤

施
策
 
1
 
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

戦略-支4 都市整備課

概
要

内
容

事
業 ・AIデマンド交通の実証実験

・関係機関調整

・AIデマンド交通の実証実験
・AIデマンド交通の実証実験データ検証
・コミュニティバス再編計画案策定

コミュニティバス運行の見直し検討業務（新交通システムの実証実験）

・コミュニティバス再編計画策定
・コミュニティバスの実証実験開始
・AIデマンド交通の本格運行開始

新交通システムとされるAIデマンド交通の実証実験を行い、収集したデータを基に、コミュニティバスの
再編やAIデマンド交通の導入について、検討を進め、公共交通の利便性向上を図ります。

S
D
G
s

令和7年度

指
標

R
7

AIデマンド交通の実証実験・関係機関調整
R
8

AIデマンド交通の実証実験・AIデマンド交通の
実証実験データ検証・コミュニティバス再編計
画案策定

R
9

コミュニティバス再編計画策定・コミュニ
ティバスの実証実験開始・AIデマンド交通
の本格運行開始
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政策 2 都市基盤

施
策
 
2
 
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

主要継続 道路管理課　道路台帳電子化推進事業

R
7

R
8

① 道路台帳に係る来庁者数 人

概
要

道路台帳の確認や調査において、利用者の利便性向上と窓口業務の効率化を図るため、道路台帳の電子化
を行い、インターネット上で参照できる仕組みの導入など、来庁せずに確認、調査できる環境を形成しま
す。

940 626

② デジタル台帳の導入（公開）率 ％ 0（R3） 77.8 100

分野 3 都市づくり

主要継続 　幹線道路等整備事業 戦略-支4

100

1,879（R3）
指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

S
D
G
s

35

道路整備課（公共用地課）

指
標 ① 幹線道路等整備率

単
位

％
基
準
値

33.7（R3）
目
標
値

R
7

35
R
8

35
R
9

概
要

安全安心でかつ利便性の高いまちづくりの実現を図るため、道路ネットワークの構築を目指し、幹線道
路、地区幹線道路等を拡幅整備します。

S
D
G
s

R
9

1,252
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みどり公園課

戦略-育4 みどり公園課
S
D
G
s

件 基
準
値

3(R3) 目
標
値

R
7

3
R
8

3
R
9

3

3,700 3,700

指
標

① 移動販売車導入事業公園数
単
位

人 3,600(R3) 3,700② 移動販売車利用者数

　空き家等現地調査

分野 3 都市づくり

政策 3 都市環境

主要継続 都市計画課

施
策
 
3
 
公
園

％
基
準
値

26.7（R3）

施
策
 
1
 
住
宅

概
要

防災、防犯、衛生、景観上、市民の生活環境に悪影響を及ぼす管理不全な空家に対する対策を講じるた
め、市内の空家等の現地調査を実施し、現状把握と適正管理に向けた指導を行います。

S
D
G
s

目
標
値

主要継続 　公園内カフェ、キッチンカー等の誘致 戦略-育4

概
要

公園のにぎわいと魅力の創出を図るため、公園内のオープンスペースを利活用することを目的に、団体な
どがイベントで当該公園を利用する際、移動販売車を活用することができる仕組みづくりを行いました。
今後は、当該公園を利用する様々な事業に対し、移動販売車の活用を検討できるよう、導入実績等の情報
提供を行います。

S
D
G
s

指
標 ①

R
8

―
R
9

―光綾公園再整備の進捗率
単
位

主要継続 　光綾公園の特色を生かした魅力ある公園づくり

概
要

光綾公園の老朽化した施設を改修し、市の花ばらを主軸とした人を引き寄せる魅力ある公園施設の充実を
図ります。

R
7

100

指
標

R
7

管理不全空き家の適正管理に向けた把握及び指
導

R
8

管理不全空き家の適正管理に向けた把握及び指
導

R
9

管理不全空き家の適正管理に向けた把握及
び指導
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終末処理場汚泥処理棟の建築部分の工事を
実施

S
D
G
s

指
標

R
7

　（再掲）下水道管施設（管きょ・終末処理場）の耐震化 戦略-支3

R
8

終末処理場汚泥処理棟の建築部分の工事を実施

大規模な震災時においても衛生環境及び住環境を維持するため、下水道施設の耐震補強工事を実施しま
す。

概
要

主要継続

R
9

施
策
 
4
 
下
水
道

終末処理場の沈砂池・用水設備、水処理設備の
機械・電気工事及び水処理施設の土木付帯設備
工事を実施

下水道課

分野 3 都市づくり

政策 3 都市環境
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概
要

市内企業の経営ノウハウや培われた技術などを次代に円滑に承継できるよう、事業承継を考えるきっかけ
を創出するとともに、具体的な計画策定に対し、経済的支援を含め、伴走型の支援を実施します。

S
D
G
s

―事業承継計画を策定する企業数 社

内
容

事
業

令和7年度

20

5 5

指
標

S
D
G
s

23
指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

R
7

R
8

R
9

①
若手採用者数
（あやせ工場合同入社式参加者数）

名 ― 23 23

新　規 　地域産業の持続的な発展のための事業承継支援 戦略-稼2

　綾瀬市ものづくり人材就職定住奨励祝金制度

令和8年度

分野 4 産業振興

政策 1 工業

施
策
 
1
 
工
業
振
興

新　規 戦略-稼2

内
容

事
業

令和7年度 令和8年度 令和9年度

・制度周知
・随時申請受付
・祝金交付

・同左 ・同左

概
要

市内中小企業の人材確保を支援すると同時に、若者の市内流入・定住を促進させることにより、地域経済
の持続的な発展と地域の活性化を目指します。

② 5

工業振興企業誘致課（商工振興課）

工業振興企業誘致課（商工振興課）

令和9年度

・事業承継セミナー実施
・既定コンサルティング事業活用（引継ぎの準備）
・既定ものづくり人材育成補助金活用（後継者育
成）
・事業承継計画書作成経費の補助

・同左

・事業承継セミナー実施
・既定コンサルティング事業活用（引継ぎの準
備）
・既定ものづくり人材育成補助金活用（後継者
育成）
・事業承継計画書作成経費の補助
・市内事業者間での事業承継を促進

① 事業承継セミナーへの参加企業数
単
位

社 基
準
値

R
8

20
R
9

20― 目
標
値

R
7
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230
R
8

235
R
9

240

② 登録企業への情報発信件数 件 24（R4） 24 25 25

指
標

① 登録企業数
単
位

社 基
準
値

157（R3） 目
標
値

R
7

　あやせ工場スマートナビ運営事業 戦略-稼2 工業振興企業誘致課（商工振興課）

概
要

市内企業の受発注機会の拡大と、「あやせ工場プロジェクト」の取り組みによるものづくりの魅力を発信
するため、綾瀬市工業データベースに代わる新たなポータルサイト「あやせ工場スマートナビ」を活用し
ます。

S
D
G
s

110
指
標

② 一般消費者向けに開発した製品数 点 22(R3) 41 52 55

① 一般消費者向け製品の受注数（月平均）
単
位

点 基
準
値

78(R3) 目
標
値

R
7

R
8

概
要

市内企業の技術力や扱う素材を活かし、デザインも取り入れ、調理器具や生活雑貨などの一般消費者向け
の製品を開発することで、下請けから脱却するとともに、ものづくりの魅力を広く発信します。

S
D
G
s

主要継続 　外国人高度人材の雇用支援 工業振興企業誘致課（商工振興課）

分野 4 産業振興

政策 1 工業

戦略-稼2

施
策
 
1
 
工
業
振
興

主要継続

3
R
8

―
R
9

―
指
標

主要継続 　あやせブランド新商品開発支援事業

概
要

市内企業の経営基盤強化と更なるグローバル化に対応するため、高度な技術や知識をもつ外国人高度人材
を雇用することにより、成長志向を高め、経営基盤を強化し、果敢に挑戦する市内企業を積極的に支援し
ます。※令和7年度までの時限事業

S
D
G
s

①
採用された外国人高度人材の人数（奨励金
交付件数）

単
位

人
（件）

基
準
値

―
目
標
値

R
7

戦略-稼2 工業振興企業誘致課（商工振興課）

110
R
9

110
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施
策
 
1
 
工
業
振
興

施
策
 
2
 
企
業
誘
致

1
R
8

1
R
9

1

②
立地相談企業に対し市内企業活用奨励金の
制度を説明する件数

件 5（R1） 5 5 5

指
標

①
認定事業所が立地の際、市内建設会社を活
用する件数

単
位

件
基
準
値

1（R1）
目
標
値

R
7

主要継続 　企業立地促進事業（市内企業活用奨励金） 工業振興企業誘致課（商工振興課）

概
要

市内建設会社の活性化を図るため、立地に係る建設工事等を市内の建設会社に発注した企業に対し奨励金
を交付します。

S
D
G
s

1
R
8

1
R
9

1

② 立地後の市民雇用人数 人 0（R3） 10 10 10

指
標

① 操業を開始する認定事業所数
単
位

社 基
準
値

0（R3） 目
標
値

R
7

主要継続 　企業立地促進事業（企業立地報奨金） 工業振興企業誘致課（商工振興課）

概
要

市内産業の活性化と市民の雇用機会を創出し、持続的な経済発展と市民生活の安定を図るため、本市に新
規立地する企業と事業拡大する市内既存企業を支援します。

S
D
G
s

60
R
8

60
R
9

60

② 来場者満足度 ％ 73(R1) 95 95 95

指
標

① 工場見学・体験イベントへの参加企業数
単
位

社 基
準
値

24(R3) 目
標
値

分野 4 産業振興

政策 1 工業

主要継続 　あやせ工場オープンファクトリー補助金 戦略-稼2 工業振興企業誘致課（商工振興課）

概
要

一般の方を対象に市内企業で組織された団体等が実施する工場見学や体験等の事業を支援することで、も
のづくりへの理解を深める機会を創出します。

S
D
G
s

R
7

35



5
R
8

5
R
9

5

② 販売促進支援数 件 2（R2） 5 5 5

指
標

① 商品開発支援数
単
位

件 基
準
値

1（R2） 目
標
値

R
7

主要継続 　グルメ商品、土産品の開発支援事業 戦略-稼4 商業観光課（商工振興課）

概
要

意欲ある市内商業者の事業活動への支援を強化し、地域の活性化を図るため、市内商業者が行う商品開発
事業や販売促進事業に係る費用の一部を助成します。

S
D
G
s

内
容

事
業

令和7年度 令和8年度 令和9年度

・制度周知
・申請受付
・交付決定

・同左 ・同左

　魅力ある商店や飲食店づくりにかかる費用の助成

概
要

市内での魅力ある店舗の創出を促進し、地域の活性化を図るため、現況の「活力と魅力に満ちた綾瀬をつ
くる創業補助金」と「空き店舗活用補助金」を統合し、「店舗開業補助金」を創設し、創業や新たな出店
にかかる費用の一部を助成します。

S
D
G
s

拡　充 戦略-稼4 商業観光課（商工振興課）

指
標

33
R
8

3
R
9

① 新規開業件数
単
位

件
基
準
値

―
目
標
値

R
7

分野 4 産業振興

政策 2 商業・観光

施
策
 
1
 
商
業
振
興
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280
R
8

310
R
9

340
指
標 ① 事業による市内消費額

単
位

千円
基
準
値

200（R4）
目
標
値

R
7

主要継続 　「菜速あやせコーン堪能祭」事業 戦略-稼4

概
要

特色ある夏の観光を創出し、観光誘客と市内消費の拡大を図るため、６月中旬～６月下旬のうちの２週間
程度（予定）の期間で、「菜速あやせコーン」を活用した料理や商品を提供する店舗を巡るスタンプラ
リーを開催します。

S
D
G
s

指
標

R
7

―

分野 4 産業振興

政策 2 商業・観光

施
策
 
2
 
観
光
振
興

新　規 　新たな観光資源としてのデザインマンホール蓋設置及びマンホールカード作成事業 戦略-稼4

概
要

集客力のある新たな観光資源として市外からの来訪者を獲得し、地域経済を活性化させるために、鉄道を
モチーフにしたデザインマンホール蓋の設置と同時にマンホールカードを作成する事業を実施します。

S
D
G
s

内
容

事
業

令和7年度

・デザインマンホール蓋作成、設置
・マンホールカード登録申請

・マンホールカード配布開始
・マンホールカード増刷

R
8

8,000
R
9

12,000① 市内へ来訪した人数（累計）
単
位

人
基
準
値

―
目
標
値

・マンホールカード増刷

商業観光課（商工振興課）

商業観光課（商工振興課）

令和8年度 令和9年度
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指
標

① 飼料用米の収穫量
単
位

kg 基
準
値

1,772（R4） 目
標
値

R
7

R
8

6,712
R
9

7,700

② 水田の作付面積 ha 11（R4） 12 12 12

5,724

概
要

飼料自給率向上による畜産農家の経営基盤強化及び飼料用米の生産・販売による水稲農家の経営基盤強
化、飼料用米耕作による水田の休耕地の減少を図るため、飼料用米の生産・活用に係る費用を助成しま
す。

S
D
G
s

主要継続 　耕畜連携推進事業 戦略-稼3 農業振興課

概
要

分野 4 産業振興

政策 3 農業

施
策
 
1
 
農
業
振
興

新　規

内
容

事
業 ・外部専門機関による家畜ふん共同処理施設の

　管理開始
・家畜ふん共同処理施設の適正な管理の継続 ・同左

基
準
値

目
標
値

R
7

R
8

R
9

令和7年度 令和8年度 令和9年度

576堆肥販売量① ㎥ 576（R5） 576 576

2

家畜ふん共同処理施設の適正な維持管理及び市内産堆肥の活用による耕種農家の経営基盤安定化を図るた
め、家畜ふん共同処理施設の外部専門機関によるメンテナンス等、適正運営に係る取組みを支援します。

S
D
G
s

主要継続 　新規就農者支援事業 農業振興課

R
8

2
R
9

指
標

概
要

就農開始時の農業経営の安定化、遊休農地の減少のため、新規就農者のうち、青年等就農計画を作成して
市の認定を受けた認定新規就農者（原則就農時49歳以下）以外の者及び親元就農者に対して、就農支援金
を交付します。

　家畜ふん共同処理施設の運営支援 戦略-稼3 農業振興課

指
標

単
位

①
R
7

2

戦略-稼3

本市への新規就農者数
単
位

件

S
D
G
s

基
準
値

2（R5）
目
標
値
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分野 4 産業振興

政策 3 農業

指
標

単
位

基
準
値

34（R4）
目
標
値

R
7

R
8

R
9

40 40① 認定農業者数 人 40

主要継続 　認定農業者支援事業 戦略-稼3 農業振興課

概
要

人
基
準
値

1(R3)
目
標
値

R
7

1
R
8

1
R
9

1

地域農業の維持や生産性向上による「稼ぐ農業」を推進するため、市が認定した「農業経営改善計画」の
達成に必要となる農業機械又は農業用施設の導入、改修を行う農業者（職業として農業に取組んでいる農
業者や農業法人）に対し、費用の一部を助成します。

S
D
G
s

主要継続 　新規就農者の育成を支援するサポーター農家への支援 戦略-稼3 農業振興課

概
要

深刻化する農業の担い手不足の解消と本市への就農に対する魅力向上を図るため、サポーター農家制度を
構築し、担い手を確保するための支援に要する費用、1人当たり５０千円を助成します。

S
D
G
s

指
標 ① 本市への新規就農者数

単
位

1,562

拡　充 　農地の利用集積の拡大 戦略–稼3 農業委員会事務局

概
要

農業経営を営む者、新たに農業経営を営む者に対し、農地の効率的かつ安定的な利用促進を図るため、農
地の賃貸借等の権利設定を行った者への奨励金交付事業を拡充する。また、条件を狭小な農地に対しても
交付できるようにするとともに、面積100平方メートル単位に乗じて奨励金を交付する制度へ改正し、既
存の制度利用者及び狭小農地利用者に対する支援を強化し、更なる農地の利用集積の拡大を図ります。

S
D
G
s

施
策
 
1
 
農
業
振
興

施
策
 
2
 
農
地
保
全 内

容
事
業

令和7年度 令和8年度 令和9年度

・制度周知
・農地、借人、貸人の情報の確立
・新規及び更新権利設定、奨励金交付

・新規希望者へ制度周知
・農地、借人、貸人の情報の確立
・新規及び更新権利設定、奨励金交付

・同左

指
標 ① 奨励金を交付した農地面積

単
位

100㎡
基
準
値

1,218（R3）
目
標
値

R
7

1,334
R
8

1,324
R
9
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分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育

新　規 教育指導課

概
要

発達障害又はその傾向にあるため、学習や集団での社会生活に困難さを抱えている通常学級に在籍する児童
のため、情緒通級指導教室を設置し、障害による学習上又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指導を
行います。

令和7年度 令和8年度 令和9年度

S
D
G
s

内
容

事
業

指
標

単
位

基
準
値

　情緒通級指導教室の開催

教育研究所

概
要

内
容

事
業

令和7年度 令和8年度 令和9年度

・日本語教室プレスクール実施
　（1月～3月・週2回）

・同左 ・同左

基
準
値

目
標
値

R
7

・拠点校（土棚小）、巡回校（綾南小）の開設
・情緒通級指導教室研修会の実施
・次年度開設に係る神奈川県教育委員会への要望
（担当教員の配置）
・次年度開設に係る環境整備（設備面）

・拠点校（北の台小）、巡回校（綾北小、寺尾小）の開設
準備
・拠点校（土棚小）、巡回校（落合小）の開設
・情緒通級指導教室研修会の実施
・次年度開設に係る神奈川県教育委員会への要望（担当教
員の配置）
・次年度開設に係る環境整備（設備面）

・拠点校（綾西小）の開設
・拠点校（綾瀬小）の開設
・情緒通級指導教室研修会の実施

目
標
値

R
7

R
8

R
9

①

新　規 　就学前日本語プレスクールの開催

1（R6）

16（R6）

2

32

3

48②

情緒通級指導教室拠点校

情緒通級指導教室通室児童数

5

80

校

人

外国につながりのある、日本語指導が必要な児童・生徒数が増加している。幼稚園や保育園などに所属する
が日本語が話せない又はどこにも所属せずに小学校へ入学する児童が増えてきているため、小学校入学前に
市役所で日本語教室プレスクールを実施し、就学の準備を行い、小学校に円滑に通学できるようにします。

S
D
G
s

指
標

単
位

R
8

R
9

20就学前日本語プレスクール参加人数① 人 ― 10 15
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60

小学校:74％
中学校:82％

小学校:60回
中学校:50回

② 指導主事一人当たりの月時間外平均 時間
60

（R6.4～9）
60

内
容

事
業

令和7年度 令和8年度 令和9年度

・教員向け研修の実施
・システム利用開始

・システム利用 ・同左

内
容

事
業 ・指導主事マネジメント研修 ・同左 ・同左

指
標

① 受講職員の満足度
単
位

％ 基
準
値

― 目
標
値

R
7

80
R
8

80

45

指導主事を主たる対象とした研修を実施し、業務の見直しに関する視点を養うとともに、事務執行の効率化
を図ることで、働き方を改善することを目的とします。

S
D
G
s

R
9

80

年間ログイン
回数

小学校：31.5回
中学校：23.1回

(R5)

①

小学校:40回
中学校:30回

小学校:50回
中学校:40回

基
準
値

平日1日当たり
家庭学習時間

30分以上の割合
小学校：69.4%
中学校：76.8%

(R5)
目
標
値

R
7

R
8

小学校:70％
中学校:78％

拡　充 　ＡＩ型オンライン学習ドリル・授業支援ソフトの導入 教育研究所

概
要

高度なＡＩや多様な回答方式に対応したオンライン学習ドリルを導入し、教員の学習指示により児童・生徒
の学習促進を図るとともに、児童・生徒の自学自習について、高度なＡＩによる個別最適化された学習支援
を行い、学習意欲の向上を図ります。

S
D
G
s

概
要

令和7年度 令和8年度 令和9年度

新　規 　指導主事マネジメント研修の実施 教育総務課

小学校:72％
中学校:80％

R
9

指
標

② オンライン学習ドリル教材のログイン率 回

家庭学習時間

分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育

単
位

時間
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R
9

② 地域移行推進モデル部活動の参加学校数 校 0（R5） 5

44
R
8

―

地域移行の
一部実施

地域移行の
一部実施

―

概
要

指
標

① 地域指導者数
単
位

人
基
準
値

0（R5）
目
標
値

R
7

主要継続 　中学校部活動の地域移行

110

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育 R

9

少子化や指導者不足等により部活動の継続が困難となっている中で、安定した部活動の継続及び教職員の働
き方改革を推進するため、地域指導者養成などの準備を行い、部活動を学校単位から地域単位に移行しま
す。※国の方針に沿って事業の見直しを行います。

S
D
G
s

　不登校等支援員配置事業

R
7

② 10（R4）

主要継続 教育研究所

指
標

単
位

①

概
要

不登校や不登校傾向の児童・生徒が増加する中で、学校への復帰、不登校の未然防止及び担任による教室に
いる児童・生徒への対応、安全確保や多重業務の負担軽減を図るため、不登校等支援員を配置し、登校の促
し、相談、家庭訪問等の支援を実施します。

100

分野 5 教育・文化

99（R4）

目
標
値

不登校等支援員の支援者数 人 ― 75 100基
準
値

教育指導課・スポーツ課・生涯学習課

R
7

R
8

R
9

② 不登校児童数（小学校合計） 人 100

6986
R
8

77
目
標
値

S
D
G
s

対象の児童・生徒のうち、ICTを活用して学
習している児童・生徒の割合

％

主要継続 教育研究所

概
要

不登校及び不登校傾向の児童・生徒が場所を問わずに行う学習の質の向上及び学力の保障を図り、児童・生
徒、保護者及び教職員が活用しやすい教育支援体制を構築するため、オンライン学習教材デキタスを導入
し、活用していきます。

S
D
G
s

　不登校及び不登校傾向の児童・生徒に対するオンライン学習教材の活用

55 67 80

100

指
標

①
学習や進路に課題がみられる児童生徒（勉強
への不安を改善）

単
位

人
基
準
値

115（R4）
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R
9

単
位

基
準
値

教育研究所・教育指導課・こども未来課（児童青少年支援課）・福祉総務課（生活支援課）

事業進捗度 ―

分野 5 教育・文化

　（仮称）総合教育支援センターの整備

指
標

目
標
値

R
7

R
8

―

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育

主要継続

概
要

不登校児童・生徒、特別支援学級等に在籍する児童・生徒、外国につながりのある児童・生徒等及び義務教
育修了後の不登校やひきこもりなどの悩みを抱える青少年など、支援を必要とする子どもたちが増加傾向に
あるため、総合的に支援する施設を整備します。

S
D
G
s

① ―
実施設計

・内装工事等
―
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R
9

―

目
標
値

R
7

指
標 ①

学校施設再整備方針・長寿命化計画の短期計
画（R3～R7）に位置付けている改修工事の実
施率

単
位

％
基
準
値

0（R3）
目
標
値

R
7

100
R
8

―

概
要

生徒にとってのより良い学習・生活環境の確保を図るため、効果的・効率的な建替えや改修に向け、学校施
設再整備方針・長寿命化計画の短期計画に位置付けている改修工事を実施します。

S
D
G
s

主要継続 　中学校長寿命化推進事業 教育総務課

―
指
標 ①

学校施設再整備方針・長寿命化計画の短期計
画（R3～R7）に位置付けている改修工事の実
施率

単
位

％
基
準
値

0（R3）

政策 1 教育

分野 5 教育・文化

施
策
 
2
 
学
校
教
育
環
境

指
標 ① 設置工事（R4～R7)の進捗率

単
位

100
R
8

―
R
9

概
要

近年の猛暑に対し、児童・生徒の安全と快適な学習環境を確保するとともに、災害時の避難所としての利用
に備え、避難所の質の向上を図るため、小・中学校体育館に空調設備を設置します。

S
D
G
s

主要継続 　小・中学校体育館空調設備設置事業 教育総務課

―

主要継続 　小学校長寿命化推進事業 教育総務課

概
要

児童にとってのより良い学習・生活環境の確保を図るため、効果的・効率的な建替えや改修に向け、学校施
設再整備方針・長寿命化計画の短期計画に位置付けている改修工事を実施します。

S
D
G
s

R
9

％
基
準
値

0（R3）
目
標
値

R
7

100
R
8

―
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分野 5 教育・文化

政策 2 生涯学習

施
策
 
1
 
生
涯
学
習

主要継続 戦略-育3 生涯学習課　地域学校協働活動推進員の配置

510

概
要

地域全体で子どもたちの学びや成長を支え、学校を核とした地域づくりを図るため、地域学校協働活動の推
進に向け、各小中学校に地域学校協働活動推進員を配置します。

S
D
G
s

指
標 ① 地域学校協働活動推進員の活動実績

単
位

時間
基
準
値

470（R5）
目
標
値

R
7

490
R
8

500
R
9
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2 2 2

13
R
8

13
R
9

13

・市史資料編用資料(国内)収集、整理、電子情報
化、原稿おこし

・市史資料編　原稿作成
・市史資料編用資料(国内)収集、整理、電子情報
化、原稿おこし

50
R
8

100
R
9

指
標

①
目久尻川文化ゾーン構想推進協議会への寺社
等団体の参画数 単

位

団体 基
準
値

10（R3） 目
標
値

R
7

② 自主事業実施団体数 団体 1（R3）

主要継続 　あやせ目久尻川歴史文化ゾーン構想の推進 戦略-育5

生涯学習課

R
7

市史刊行の進捗率 ％

令和8年度 令和9年度

―

10 20 35

単
位

％

概
要

目久尻川流域の歴史文化資源を通して、愛郷心の醸成と地域住民が誇ることができる郷土づくりを行い、地
域の活性化と交流促進につなげます。令和8年度以降は目久尻川沿いの学校教育機関等と連携し、地域の人
に広くPRすることにより、地域の人が魅力発信の将来的な担い手となることを目指します。

S
D
G
s

生涯学習課

施
策
 
3
 
文
化
財
の
保
護
活
用

分野 5 教育・文化

政策 2 生涯学習

令和7年度

・市史編集委員委嘱（3名）
・市史資料編用資料(国内)収集、整理、電子情報
化、原稿おこし

0（R6）

S
D
G
s

0（R6） 目
標
値

新　規 　綾瀬市史の編集

指
標

①
市史資料編用資料の収集、整理、電子情報化につ
いてのスケジュール及びルールの明確化の進捗率

内
容

事
業

概
要

本市の歴史を明らかにし、広く市民に知らせること及び市史資料の研究や活用につなげることを目的に、戦
後から平成までを対象期間とした新編綾瀬市史を刊行します。

②

基
準
値
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　市内建築物の脱炭素化（ＺＥＢ化・ＺＥＨ化）推進事業 公共資産課（公共施設マネジメント推進課）・環境保全課

5
R
8

5
R
9

5

※ＺＥＢ:「ゼブ」とは、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。
※ＺＥＨ:「ゼッチ」とは、住まいの断熱性能や省エネ性能を向上し、さらに太陽光発電などで生活に必要なエネルギーをつくり出すことにより、年間の
一次消費エネルギー量（空調・給湯・照明・換気）をおおむねゼロ以下にする住宅のこと。

指
標 ① ＺＥＨ補助実施件数

単
位

件
基
準
値

―
目
標
値

R
7

概
要

市域の脱炭素化の推進を図るため、市内建築物の新築時等に併せ、省エネ設備や再エネ設備の導入を促進
します。

S
D
G
s

分野 6 環境

政策 1 自然環境

主要継続

施
策
 
2
 
環
境
負
荷
の
低
減
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施
策
 
1
 
生
活
環
境
の
保
全

施
策
 
2
　
資
源
の
利
活
用

リサイクルプラザ

年間1,000
目
標
値

1,000
R
8

1,000
R
9

1,000

　ごみ収集ネットボックス購入費補助金 リサイクルプラザ

指
標 ① ネットボックス設置個所数（累計）

単
位

箇所数
基
準
値

―
目
標
値

R
7

218
R
8

302
R
9

386

指
標 ①

草木等の回収量（可燃ごみと区分して回収
されたのち、資源化される量）

単
位

トン
基
準
値

R
7

概
要

家庭系可燃ごみの減量化と資源循環の促進を図るため、ＧＰＳ付きタブレット端末を収集車に搭載し、車
の位置情報や収集状況をリアルタイムで管理することで、可燃ごみ収集所に出される草や枝類の効率的な
回収と資源化を行います。

S
D
G
s

主要継続 可燃ごみ収集等効率化事業（草木等の資源化による可燃ごみの減量化）

　資源物収集所運用委託事業

概
要

高齢化や共働き世帯の増加等ライフスタイルの多様化に伴い、資源物収集所のカゴ出しや分別指導（立ち
当番）が自治会対応では困難になっていることから、負担軽減を図るため、運用を見直し委託します。

指
標 ①

主要継続

S
D
G
s

―
目
標
値

R
7

100
単
位

％
基
準
値

分野 6 環境

政策 2 生活環境

主要継続 リサイクルプラザ

委託化個所率

概
要

現状のゴミ収集所の回収方法を維持し、カラスなどの被害防止及び自治会の巡回や掃除等の管理負担を減
らしながら衛生保持するため、ごみ収集ネットボックス購入にかかる費用の一部を補助します。

S
D
G
s

R
8

100
R
9

100
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S
D
G
s

① 市民センターあやせ年間利用者数
単
位

人 6,600
R
8

6,700
R
9

6,800

② 市民センターあやせ登録団体数 団体 165（R5） 171 172 173

概
要

指
標

基
準
値

6,129（R5） 目
標
値

R
7

主要継続 　市民活動センターあやせ 戦略-育3

市民活動・地域活動が活発に行われる環境を整備し、市民活動団体に対し情報提供や研修、団体運営の活
動相談などの支援を行うため、市民活動センターあやせを設置、運営します。

市民活動推進課

指
標 ①

ひかり（活動を始めたばかりの団体が勇気をもっ
て市民活動に取り組むための支援）の交付団体数
(累計)

単
位

団体
基
準
値

28（R5）
目
標
値

R
7

30
R
8

30
R
9

31

概
要

分野 7 自治・行政

政策 1 コミュニティ

施
策
 
1
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り

拡　充 戦略-育3 市民活動推進課

令和7年度 令和8年度 令和9年度

　自治会運営支援（ＬＩＮＥ）事業

概
要

市ＬＩＮＥ公式アカウントの自治会ページの作成をすることにより、自治会員への情報共有を容易に図れ
るようにするとともに、回覧板等の代替手段として活用し、自治会活動の負担を軽減します。

S
D
G
s

内
容

事
業

・各自治会への意向確認及び説明
・導入自治体及び自治会への聞き取り
・自治会向け説明会の開催

市民活動団体の育成及び市民活動の活性化を図るため、地域社会に有益で公共性の高い事業を実施する団
体に対し、事業にかかる費用の一部を助成します。

・市公式ＬＩＮＥへ自治会メニューの追加
・自治会への意向確認及び説明会の開催
・導入自治会による利用状況等の情報共有

・自治会への意向確認
・導入自治会による利用状況等の情報共有

3,150人

市民活動推進課戦略-育3
S
D
G
s

―
R
8

300（R6）

主要継続 　市民活動応援補助金（きらめき補助金）

指
標

① 作成自治会数
単
位

自治会 目
標
値

R
7

5基
準
値

0（R6）

② アカウント登録者数

R
9

7

― 2,250
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2
R
8

―
R
9

―

② 多文化親子交流事業の参加者数 組 ― 500 ― ―

指
標

① 多文化親子交流事業の開催回数
単
位

回 基
準
値

― 目
標
値

R
7

主要継続 　親子交流による多文化共生の推進 戦略-育2 市民活動推進課

概
要

外国人市民が活躍する多文化共生のまちづくりを実現するため、市内に暮らす外国人と日本人の親子交流
事業を実施し、外国人市民の中でも特に孤立しがちな母親とその子ども達が地域とつながることを支援す
るとともに、外国人市民自らが多文化子育てサークルを立ち上げ、共生社会を支える担い手となることを
目指します。※令和7年度までの時限事業

S
D
G
s

2

拡　充

0（R5）

分野 7 自治・行政

政策 1 コミュニティ

施
策
 
2
 
多
文
化
共
生

　綾瀬市国際交流イベント補助金 戦略-育2 市民活動推進課

概
要

外国人市民の増加を背景に、多文化共生を更に推進するため、「あやせ国際フェスティバル」だけでな
く、民間団体の自主的な企画・運営により実施される国際交流イベントで、広く市民を対象とするものを
補助対象とするよう制度を見直し、支援します。

S
D
G
s

内
容

事
業

令和7年度 令和8年度 令和9年度

・市内国際交流団体や支援機関等を通じた制度周知
・イベントの募集、受付
・審査、交付決定、補助金交付

・同左

4

・同左

指
標

① イベント開催数・来場者数
単
位

回・人 基
準
値

1・2000（R5） 目
標
値

R
7

2・4500 
R
8

R
9

8・9540

② イベント主催組織における外国人市民の割合 ％

7・7540

6
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R
9

7

90
R
8

90
R
9

90
指
標 ① 多言語版生活ガイドブックの言語対応割合

単
位

％
基
準
値

0％（R3）
目
標
値

R
7

外国人市民が地域コミュニティの一員として自立し、共に安心・快適に暮らしていくため、生活に最低限
必要な日本語や日本社会に関する学習及び日本人市民との交流の場であるボランティアによる日本語教室
の運営を支援します。

S
D
G
s

180

市民活動推進課

概
要

外国人市民と日本人市民が地域の一員として共に安心・快適に暮らせる環境を整えていくため、日本や綾
瀬市での生活ルールや暮らしの情報を多言語に翻訳した生活ガイドブック「あやせウェルカムパック」を
配付します。

S
D
G
s

人
基
準
値

53（R2行政通訳
員通訳実績）

目
標
値

R
7

156
R
8

168
R
9

言葉の壁による情報格差を解消し、外国人市民の生活の自立を支援するため、一元的な情報提供・相談窓
口を運営します。

S
D
G
s

戦略-育2

7
R
8

7

主要継続 　日本語等の学習支援 戦略-育2 市民活動推進課

主要継続 　あやせウェルカムパックの配付

指
標 ①

一元的窓口の利用により必要な情報や支援
を得ることができた外国人市民数

単
位

分野 7 自治・行政

政策 1 コミュニティ

施
策
 
2
 
多
文
化
共
生

主要継続 　外国人市民のための一元的情報提供・相談窓口 戦略-育2 市民活動推進課

①
ボランティアによる日本語教室との協働件
数（年間）

単
位

件

概
要

指
標

基
準
値

7（R5）
目
標
値

R
7

概
要

51



30,000
R
8

40,000
R
9

50,000

 「ばらで輝くまちあやせ」への取組み 戦略-育4 秘書広報課・公共資産課（管財契約課）・市民課・商業観光課(商工振興課)・みどり公園課

指
標 ① ローズガーデンの来園者数

単
位

人
基
準
値

―
目
標
値

R
7

75

326 511 562

主要継続

概
要

本市の認知度向上と交流人口の増加による地域活性化のため、市の花がばらであることを市民に再認識し
てもらい、市内へ訪れる全ての方が市の花「ばら」を身近に感じることができ、光綾公園ローズガーデン
のリニューアルオープンに代表される「ばらとのつながりで輝くまちあやせ」として誇りを持てるような
施策を展開します。

S
D
G
s

指
標

① 文字起こし作業時間の削減率
単
位

％
基
準
値

62（R4）
目
標
値

R
7②

ＲＰＡ等を導入した事務の定型作業処理時
間の削減

時間 94（R4）

75
R
8

75
R
9

　
　
施
策
 
2
　
 
シ
テ
ィ

プ
ロ
モ
ー

シ
ョ

ン

施
策
 
1
 
効
果
的
・
効
率
的
な
行
財
政
経
営

概
要

スマート自治体の推進に向け、市民の利便性と職員の生産性の向上を図るため、ＡＩやＲＰＡ等のデジタ
ル技術を効果的に活用し、行政サービスの更なる向上につなげてまいります。

S
D
G
s

　スマート自治体推進事業 情報政策課

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

主要継続
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事業進捗率
単
位

％
基
準
値

―
目
標
値

R
7

48.3
R
8

100
R

9

主要継続 　早川地区公共施設再編事業

―
目
標
値

R
7

10.5
R
8

53.0
R
9

100
単
位

％
基
準
値

主要継続

概
要

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減と効率的な維持管理のため、寺尾綾北自治会館を解体
し、跡地に寺尾綾北自治会館と綾北福祉会館を複合化したコミュニティ供用施設を建設します。

事業進捗率
単
位

％
基
準
値

―
目
標
値

R
7

6.7

戦略-支5
S
D
G
s

指
標

R
8

9.1

　吉岡地区公共施設再編事業

概
要

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減と効率的な維持管理のため、吉岡地区センターを解体
し、跡地に吉岡地区センターと吉岡自治会館を複合化したコミュニティ供用施設を建設します。

S
D
G
s

指
標 ① 事業進捗率

戦略-支5主要継続

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

　寺尾綾北地区公共施設再編事業

施
策
 
4
 
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

公共資産課（公共施設マネジメント推進課）

公共資産課（公共施設マネジメント推進課）

公共資産課（公共施設マネジメント推進課）

指
標

概
要

―①

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減と効率的な維持管理のため、早園地区センターを解体
し、跡地に早園地区センターと早川自治会館を複合したコミュニティ供用施設を建設します。

①
R
9

47.7

戦略-支5
S
D
G
s
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S
D
G
s

指
標 ① 事業進捗率

単
位

％
基
準
値

―
目
標
値

R
7

100
R
8

―
R
9

―

主要継続 　蓼川地区公共施設再編事業

事業進捗率
単
位

％
基
準
値

―
目
標
値

R
7

R
8

―

政策 3 行政経営

施
策
 
4
 
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

戦略-支5 公共資産課（公共施設マネジメント推進課）

概
要

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減と効率的な維持管理のため、北の台地区センターを解体
し、跡地に北の台地区センターと蓼川自治会館を複合したコミュニティ供用施設を建設します。

S
D
G
s

指
標 ①

主要継続 　もみの木園建替え事業 戦略-支5 公共資産課（公共施設マネジメント推進課）・障がい福祉課

概
要

児童発達支援センター機能の充実を図るため、障がい特性に応じた療育支援体制を整備するとともに、必
要な設備を備えた適切な規模の施設へ建替えます。

分野 7 自治・行政

R
9

―100
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指
標 ① 事業進捗度

単
位

―
基
準
値

―
目
標
値

R
7

課題分析
・施策検討

R
8

推進計画の
策定・公表

R
9

―

分野 7 自治・行政

令和6年度 令和7年度

指
標 ①

学校開放施設利用における随時申請の１件
当たりの職員対応時間

単
位

学校開放施設予約システムを公共予約システムと共通化することで、利用者の利便性を高めるとともに、
職員の業務効率化を図ります。また、キャッシュレス決済を導入し、利用者の利便性をさらに高めます。

S
D
G
s

・新システム移行への調整
・利用団体への周知
・データ移行

概
要

新　規

デジタル技術の活用による地域課題解決の方向性を整理し、ＤＸ推進事業の全体的な計画を策定すること
で、「地域社会におけるＤＸ」を推進し、さらなる魅力あるまちづくりに取り組み、住みやすいまちあや
せを目指します。

S
D
G
s

主要継続 　地域・まちづくりＤＸ

基
準
値

10
R
9

10分

・システム運用
・新指定管理者の指定
・地域部活動開始

・システム運用
・新指定管理者による運用開始

45（R5）
目
標
値

R
7

10
R
8

令和8年度

内
容

事
業

情報政策課

概
要

　公共施設予約システムの更新及びキャッシュレス化 スポーツ課・福祉総務課・生涯学習課・健康づくり推進課（医療健康課）

政策 3 行政経営

施
策
 
5
　
I
C
T
の
利
活
用
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73,026

　綾瀬市ＤＸ推進事業 情報政策課

R
7

4

R
8

4.2

R
9

4.3

指
標

①
システムを利用した市民の利便性の向上及
び満足度の向上

単
位

満足度
基
準
値

―
目
標
値

概
要

市民や事業者の利便性向上を図るため、市役所に来庁せずに申請手続きや契約の締結、施設予約が可能に
なる電子申請及び電子契約、来庁時の窓口では申請書などをペーパーレス化するタブレット、保育園や会
議の場へのＩＣＴツールの導入・活用を進めます。また、市の情報を発信するＬＩＮＥなどのツールや職
員向けのコミュニケーションツール及びテレワークツールを活用します。

S
D
G
s

②
審査時間の削減、来庁者の滞在時間の短縮
＝職員の時間外勤務時間数

時間
80,684
(R4)

73,986 73,246

施
策
 
5
　
I
C
T
の
利
活
用

主要継続

政策 3 行政経営
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７　索引（実施計画事業一覧）※終了した事業を含む

分野 政策
実施計画

区分

総合計画
戦略プロ
ジェクト

事業名 担当課 ページ

福祉・保健 福祉 R5新規 ― 食料支援団体の活性化促進事業 福祉総務課 ９

福祉・保健 福祉 R4継続 支４ 福祉団体育成事業（地域における移動手段の充実） 福祉総務課 ９

福祉・保健 福祉 R7新規 ― 特別養護老人ホーム及び地域包括支援センターの整備 高齢介護課 10

福祉・保健 福祉 R6新規 ― ライフプランニング支援事業 高齢介護課 ―

福祉・保健 福祉 R6新規 ― 介護認定における訪問調査及び認定審査会の電子化 高齢介護課 10

福祉・保健 福祉 R4新規 支１ 高齢者デジタル活用支援事業 高齢介護課 ―

福祉・保健 福祉 R4継続 支１ シルバー人材センター運営補助金 高齢介護課 ―

福祉・保健 福祉 R3継続 支１ 高齢者の社会参加促進 高齢介護課 10

福祉・保健 福祉 R7新規 ― ばらの里再編事業 障がい福祉課 11

福祉・保健 福祉 R4継続 ― 就労相談支援業務 障がい福祉課 11

福祉・保健 福祉 R3新規 ― 障がい者緊急受け入れ体制の整備 障がい福祉課 11

福祉・保健 福祉 R7拡充 支２ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 保険年金課 12

福祉・保健 福祉 R6新規 ― 学習支援クーポン支給事業 福祉総務課 12

福祉・保健 福祉 R6新規 ― ひきこもりサポート事業 福祉総務課 ―

福祉・保健 福祉 R6新規 ― アウトリーチ等の充実による自立相談支援機能強化事業 福祉総務課 ―

福祉・保健 福祉 R6拡充 ― 生活困窮者就労準備支援事業 福祉総務課 ―

福祉・保健 福祉 R6拡充 ― フレイル予防の推進 地域包括ケア推進課 13

福祉・保健 福祉 R5新規 ― 回想法指導者の養成 地域包括ケア推進課 ―

福祉・保健 福祉 R4新規 ― 生活保護訪問支援システム（タブレット）導入事業 福祉総務課 ―

福祉・保健 福祉 R4新規 ― 遺贈寄付の推進事業 企画課・高齢介護課 ―

ページ欄が「－」と記載されている事業の
内容等については、「実施計画区分」に記
載の年度の実施計画をご参照ください。
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分野 政策
実施計画

区分

総合計画
戦略プロ
ジェクト

事業名 担当課 ページ

福祉・保健 福祉 R4新規 ― VRを活用した「認知症サポーター」の養成 地域包括ケア推進課 ―

福祉・保健 福祉 R4継続 ― 家計改善支援事業 福祉総務課 ―

福祉・保健 福祉 R3拡充 育１ 生活困窮世帯の高校生に対する学習支援の拡充 福祉総務課 ―

福祉・保健 健康・医療 R7新規 ― 中学３年生のインフルエンザ予防接種費用の助成 健康づくり推進課 14

福祉・保健 健康・医療 R7新規 育１ 　１か月児健康診査費用の助成 健康づくり推進課 14

福祉・保健 健康・医療 R7新規 育１ 初回産科受診料の助成 健康づくり推進課 15

福祉・保健 健康・医療 R7新規 支２ 親子で食育体験教室事業委託 健康づくり推進課 15

福祉・保健 健康・医療 R6新規 ― がん患者ウィッグ購入費助成事業 健康づくり推進課 16

福祉・保健 健康・医療 R6新規 支２ メタボリックシンドロームの該当者減少の取組み 保険年金課 ―

福祉・保健 健康・医療 R6新規 ― 帯状疱疹ワクチン接種費用の一部助成事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R5新規 育１ 新生児聴覚検査助成事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R5拡充 育１ 妊婦健康診査助成事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R4新規 育１ おたふくかぜ予防接種事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R4新規 育１ ３歳６か月児健診屈折検査事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R4継続 ― がん検診事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R4継続 ― 成人保健事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R3新規 支２ Withコロナ時代の健康寿命延伸の取組み 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R3新規 育１ 子ども家庭総合支援拠点事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R3新規 支２ 妊婦支援特別給付金事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R3新規 育１ あやせ流つなぐ支援 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R3新規 支２ あやせ流健康習慣定着プロジェクト（食事編） 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R3新規 支２ あやせ流健康習慣定着プロジェクト（行動変容編） 健康づくり推進課 ―
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分野 政策
実施計画

区分

総合計画
戦略プロ
ジェクト

事業名 担当課 ページ

福祉・保健 健康・医療 R7新規 ― 小児科診療所の開業支援 健康づくり推進課 17

福祉・保健 健康・医療 R7新規 ― 病院誘致に向けた地域医療の実態調査 健康づくり推進課 17

福祉・保健 健康・医療 R4継続 ― 広域・休日救急医療確保事業 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 健康・医療 R6新規 支２ ホームタウンチームを活用した健康スポーツ事業の開催 スポーツ課 18

福祉・保健 健康・医療 R4継続 支２ ノルディック・ウォーク普及事業 スポーツ課 18

福祉・保健 健康・医療 R4継続 支２ ホームタウンチームＳＣ相模原・ノジマステラ神奈川相模原との連携事業 スポーツ課 18

福祉・保健 子ども・子育て R7新規 育１ 子育て世帯サポート事業 健康づくり推進課 19

福祉・保健 子ども・子育て R7新規 育１ 子育て支援訪問事業 健康づくり推進課 19

福祉・保健 子ども・子育て R7新規 育１ こども家庭センターにおける相談体制の強化 健康づくり推進課 20

福祉・保健 子ども・子育て R6新規 育１ ひとり親家庭等高等学校在学児童交通費等給付事業 こども未来課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R6新規 育１ 幼児同乗用自転車購入費補助事業 こども未来課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 育１ 非認知能力向上促進事業（心と身体を癒すリラクゼーション講座） こども未来課 20

福祉・保健 子ども・子育て R5拡充 育１ 小児医療費助成事業の拡大 こども未来課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4新規 育１ 非認知能力向上事業 こども未来課 20

福祉・保健 子ども・子育て R4新規 育１ 養育費確保支援事業（ひとり親総合支援事業） こども未来課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4継続 育１ 子育て支援センター運営経費 健康づくり推進課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4継続 育１ 高等職業訓練促進給付金支給事業 こども未来課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R3新規 育１ にこにこ・しあわせ子育て商品券の支給 こども未来課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R7新規 育１ 保育所等における睡眠中の事故防止 保育課 21

福祉・保健 子ども・子育て R7新規 育１ こども誰でも通園制度 保育課 21

福祉・保健 子ども・子育て R6新規 育１ 潜在保育士確保対策事業 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R6新規 育１ 子育て短期支援事業 保育課 ―
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分野 政策
実施計画

区分

総合計画
戦略プロ
ジェクト

事業名 担当課 ページ

福祉・保健 子ども・子育て R6新規 育１ 幼稚園雇用環境改善事業 保育課 22

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 育１ 保育士等家賃補助金 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 育１ 保育士処遇改善給付金 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 育１ 保育所等紙おむつ処理事業 保育課・障がい福祉課 22

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 育１ 小規模保育施設運営費補助金 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 育１ 保育所給付費等管理システム導入事業 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 育１ 放課後児童クラブ管理システム導入事業 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4新規 育１ 保育士確保対策事業 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4新規 育１ 保育士雇用環境改善事業 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4継続 育１ 病児保育事業 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4継続 育１ 保育士奨学金返済補助金 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R3新規 育１ 待機児童の解消 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R6拡充 育１ 放課後児童クラブ保育料助成金 保育課 23

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 育１ ドリームプレイウッズ利活用促進事業 こども未来課 23

福祉・保健 子ども・子育て R5新規 ― 児童養護施設退所者等支援事業 福祉総務課・こども未来課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4継続 ― 放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業 保育課 ―

福祉・保健 子ども・子育て R4継続 ― ふれあい探検ウォークラリー大会の推進 こども未来課 ―

安全・安心 防災 R6新規 支３ 地域防災計画等改訂業務 危機管理課 24

安全・安心 防災 R6拡充 支３ 避難行動要支援者個別避難計画作成事業 危機管理課・福祉総務課等 24

安全・安心 防災 R5拡充 支３ 防災ハザードマップの更新 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R5継続 支３ 防災意識啓発 危機管理課 24

安全・安心 防災 R4新規 支３ 内水浸水想定杭域図作成事業 危機管理課 ―
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分野 政策
実施計画

区分

総合計画
戦略プロ
ジェクト

事業名 担当課 ページ

安全・安心 防災 R4継続 ― 災害時救急医療対策 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R3新規 支３ 防災講演会手話通訳招へい 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R3新規 支３ 市民文化センターの再編防災トイレ整備 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R3継続 支３ 避難所のマンホールトイレの整備 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R6新規 支３ VR消火訓練資器材導入事業 予防課 25

安全・安心 防災 R5拡充 支３ 災害用ドローン整備事業 消防総務課 ―

安全・安心 防災 R4拡充 ― 消防署北分署女性消防吏員対応施設整備 消防総務課 ―

安全・安心 防災 R4継続 ― 消防団運営交付金 消防総務課 ―

安全・安心 防災 R4継続 ― 少年期からの防火思想の普及推進事業 予防課 ―

安全・安心 防災 R5新規 支３ 避難所用ポータブル蓄電池整備 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R5拡充 支３ 防災行政用無線（同報系）更新事業 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R4新規 ― 防犯灯柱改修事業 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R4継続 ― 木造住宅耐震化補助事業 都市計画課 ―

安全・安心 防災 R4継続 ― 危険ブロック堀等耐震化補助事業 都市計画課 ―

安全・安心 防災 R3新規 支３ 南部防災拠点の整備 危機管理課 ―

安全・安心 防災 R3継続 支３ 下水道管施設（管きょ・終末処理場）の耐震化 下水道課 25

安全・安心 安心 R6新規 育３ 防犯カメラ設置費補助事業 危機管理課 26

安全・安心 安心 R3新規 ― 特殊詐欺等被害防止対策事業 危機管理課 ―

安全・安心 安心 R6拡充 ― 高齢者運転免許証自主返納支援事業 市民活動推進課 ―

安全・安心 安心 R4継続 ― 交通安全教室による交通安全啓発 市民活動推進課 ―

安全・安心 安心 R4継続 ― 交通安全施設（車止めポール）設置工事 道路管理課 26

安全・安心 安心 R4継続 ― あやせ安全・安心メールの運用 危機管理課 ―
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分野 政策
実施計画

区分

総合計画
戦略プロ
ジェクト

事業名 担当課 ページ

安全・安心 安心 R4継続 ― 司法救済制度の活用 市民課 ―

安全・安心 基地 R4継続 ― 厚木基地に関する要請等の活動 基地政策課 27

安全・安心 基地 R4継続 ― 基地の活用、日米交流の促進 基地政策課 27

都市づくり 土地利用 R6拡充 ― 綾瀬市公開型地図情報配信システム導入・運用事業 都市計画課 ―

都市づくり 土地利用 R3継続 稼１・稼５ 中心市街地の活性化 道の駅整備推進室 28

都市づくり 土地利用 R3継続 稼２ 工業系新市街地の整備 都市整備課 ―

都市づくり 都市基盤 R7拡充 支４ コミュニティバス運行の見直し検討業務（新交通システムの実証実験） 都市整備課 29

都市づくり 都市基盤 R5新規 支４ 綾瀬市総合都市交通計画改定業務 都市計画課 ―

都市づくり 都市基盤 R5新規 ― 道路台帳電子化推進事業 道路管理課 30

都市づくり 都市基盤 R3新規 支４ 綾瀬スマートインターチェンジ開通に伴う幹線道路及び周辺地区の交通環境の保全 都市計画課・道路整備課 ―

都市づくり 都市基盤 R4継続 ― 生活道路等整備事業 道路整備課 ―

都市づくり 都市基盤 R4継続 支４ 幹線道路等整備事業 道路整備課 30

都市づくり 都市環境 R5新規 ― 空き家等現地調査 都市計画課 31

都市づくり 都市環境 R4継続 ― 木造住宅耐震化補助金 都市計画課 ―

都市づくり 都市環境 R4継続 ― 危険ブロック塀等耐震化補助金 都市計画課 ―

都市づくり 都市環境 R3新規 ― 住宅リフォーム工事の支援 都市計画課 ―

都市づくり 都市環境 R4拡充 育４ 光綾公園管理等太陽光施設整備工事 みどり公園課 ―

都市づくり 都市環境 R4拡充 ― 土砂災害特別警戒区域整備事業 みどり公園課 ―

都市づくり 都市環境 R3継続 育４ 光綾公園の特色を生かした魅力ある公園づくり みどり公園課 31

都市づくり 都市環境 R3新規 育４ みどり豊かなまちづくりに係る森林の整備 みどり公園課 ―

都市づくり 都市環境 R3継続 育４ 公園内カフェ、キッチンカー等の誘致 みどり公園課 31

都市づくり 都市環境 R3新規 ― 綾瀬週末処理場消化槽設置に伴う汚泥減量化と消化ガス発電事業 下水道課 ―
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都市づくり 都市環境 R3新規 ― 公共下水道事業経営戦略改定業務 下水道課 ―

都市づくり 都市環境 R4新規 ― 合併浄化槽整備補助事業 下水道課 ―

都市づくり 都市環境 R3新規 支３ 準用河川比留川河床の整備（休止中） 下水道課 ―

産業振興 工業 R7新規 稼２ 綾瀬市ものづくり人材就職定住奨励祝金制度 工業振興企業誘致課 33

産業振興 工業 R7新規 稼２ 地域産業の持続的な発展のための事業承継支援 工業振興企業誘致課 33

産業振興 工業 R5新規 稼２ 外国人高度人材の雇用支援 工業振興企業誘致課 34

産業振興 工業 R5新規 稼２ 中小企業脱炭素化促進奨励金 工業振興企業誘致課 ―

産業振興 工業 R4新規 稼２ 中小企業強靭化補助金 工業振興企業誘致課 ―

産業振興 工業 R4継続 稼２ あやせブランド新商品開発支援事業 工業振興企業誘致課 34

産業振興 工業 R4継続 稼２ あやせ工場スマートナビ運営事業 工業振興企業誘致課 34

産業振興 工業 R4継続 稼２ 若手技術者ネットワーク構築事業 工業振興企業誘致課 ―

産業振興 工業 R4継続 稼２ あやせ工場技能継承事業（あやせ工匠塾） 工業振興企業誘致課 ―

産業振興 工業 R4継続 稼２ あやせ工場オープンファクトリー補助金 工業振興企業誘致課 35

産業振興 工業 R3拡充 稼２ 中小企業コンサルティング事業 工業振興企業誘致課 ―

産業振興 工業 R4継続 ― 企業立地促進事業（企業立地報奨金） 工業振興企業誘致課 35

産業振興 工業 R4継続 ― 企業立地促進事業（市内企業活用奨励金） 工業振興企業誘致課 35

産業振興 工業 R4継続 ― 障がい者雇用促進報奨金事業 工業振興企業誘致課 ―

産業振興 工業 R4継続 ― 中小企業退職金共済制度奨励補助金事業 工業振興企業誘致課 ―

産業振興 商業・観光 R7拡充 稼４ 魅力ある商店や飲食店づくりにかかる費用の助成 商業観光課 36

産業振興 商業・観光 R6拡充 稼４ デザイン力を活用した新商品開発等のブランディング支援 商業観光課 ―

産業振興 商業・観光 R3拡充 稼４ グルメ商品、土産品の開発支援事業 商業観光課 36

産業振興 商業・観光 R7新規 稼４ 新たな観光資源としてのデザインマンホール蓋設置及びマンホールカード作成事業 商業観光課 37
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産業振興 商業・観光 R5拡充 稼４ 観光集客イベントのブランド力の向上 商業観光課 ―

産業振興 商業・観光 R4新規 稼４ ＷＥＢロケハンページ構築事業 商業観光課 ―

産業振興 商業・観光 R3新規 稼４ 「菜速あやせコーン堪能祭」事業 商業観光課 37

産業振興 商業・観光 R3新規 稼４ 観光アドバイザー事業 商業観光課 ―

産業振興 商業・観光 R3拡充 稼４ 分散型観光事業（びゅ～っとあやせ） 商業観光課 ―

産業振興 農業 R7新規 稼３ 家畜ふん共同処理施設運営支援事業 農業振興課 38

産業振興 農業 R6拡充 稼３ 新規就農者支援事業 農業振興課 38

産業振興 農業 R5新規 稼３ 耕畜連携推進事業 農業振興課 38

産業振興 農業 R5拡充 稼３ 認定農業者支援事業 農業振興課 39

産業振興 農業 R4新規 稼３ 農産物利活用促進事業 農業振興課 ―

産業振興 農業 R4継続 稼３ 農家の労働力不足の解消を目的とした援農ボランティア養成事業 農業振興課 ―

産業振興 農業 R3新規 稼３ 新規就農者の育成を支援するサポーター農家への支援 農業振興課 39

産業振興 農業 R7拡充 稼３ 農地の利用集積の拡大 農業委員会事務局 39

教育・文化 教育 R7新規 ― 情緒通級指導教室の開催 教育指導課 40

教育・文化 教育 R7新規 ― 就学前日本語プレスクールの開催 教育研究所 40

教育・文化 教育 R7新規 ― 指導主事マネジメント研修の実施 教育総務課 41

教育・文化 教育 R7拡充 ― ＡＩ型オンライン学習ドリル・授業支援ソフトの導入 教育研究所 41

教育・文化 教育 R6新規 ― 学力向上事業（読解力の向上） 教育指導課 ―

教育・文化 教育 R6新規 ― 不登校及び不登校傾向の児童・生徒に対するオンライン学習教材の導入 教育研究所 42

教育・文化 教育 R6新規 ― 不登校支援員配置事業 教育研究所 42

教育・文化 教育 R6拡充 ― 中学校部活動の地域移行
教育指導課・スポーツ課

・生涯学習課 42

教育・文化 教育 R6拡充 ― 中学生学び舎支援事業 学校教育課 ―
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教育・文化 教育 R6拡充 ― 児童・生徒の読書環境の充実 教育指導課 ―

教育・文化 教育 R5新規 ― （仮称）総合教育支援センターの整備
教育研究所・教育指導課・
こども未来課・福祉総務課 43

教育・文化 教育 R5拡充 ― 英語コミュニケーション能力の充実 教育指導課 ―

教育・文化 教育 R4新規 ― 指導主事アドバイザー事業 教育指導課 ―

教育・文化 教育 R4新規 ― 学校運営協議会制度事業 教育指導課 ―

教育・文化 教育 R4新規 ― 学校情報配信システムの更新 教育総務課 ―

教育・文化 教育 R3新規 ― 学習用モバイルWi-Fiルーター貸出事業 教育総務課・教育指導課 ―

教育・文化 教育 R3拡充 ― ＩＣＴ学習支援員派遣事業 教育総務課 ―

教育・文化 教育 R5新規 ― 学校給食の公会計化 学校教育課 ―

教育・文化 教育 R5拡充 ― 小・中学校プロジェクターの整備 教育研究所 ―

教育・文化 教育 R4新規 ― 綾瀬市公立学校の通学区域及び適正規模の検討 学校教育課 ―

教育・文化 教育 R4新規 ― 小・中学校体育館空調設備設置事業 教育総務課 44

教育・文化 教育 R4新規 ― 綾瀬市教育史（平成史）編纂事業 教育研究所 ―

教育・文化 教育 R4新規 ― 学校給食の公会計化キャッシュレス化促進事業 教育指導課 ―

教育・文化 教育 R4拡充 ― 教育相談員（ＳＷ、ＳＳＷ）配置事業 教育研究所 ―

教育・文化 教育 R4継続 ― 小学校長寿命化推進事業 教育総務課 44

教育・文化 教育 R4継続 ― 中学校長寿命化推進事業 教育総務課 44

教育・文化 生涯学習 R5新規 支５ 市立図書館の再整備 生涯学習課 ―

教育・文化 生涯学習 R4新規 育３ 地域学校協働活動推進員の配置 生涯学習課 45

教育・文化 生涯学習 R4継続 ― 家庭教育の推進 生涯学習課 ―

教育・文化 生涯学習 R4継続 ― あやせ文化芸術祭 生涯学習課 ―

教育・文化 生涯学習 R4継続 ― 小学校への音楽アウトリーチ事業 生涯学習課 ―
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教育・文化 生涯学習 R7新規 ― 綾瀬市史の編集 生涯学習課 46

教育・文化 生涯学習 R5新規 育５ 綾瀬の石造物調査 生涯学習課 ―

教育・文化 生涯学習 R3継続 育５ あやせ目久尻川歴史文化ゾーン構想の推進 生涯学習課 46

 環境 自然環境 R6新規 ― 公共施設太陽光発電設備設置事業 環境保全課 ―

 環境 自然環境 R5新規 ― 市内建築物の脱炭素化（ＺＥＢ化・ＺＥＨ化）推進事業 公共資産課・環境保全課 47

 環境 自然環境 R5新規 ― ソーラーカーポート設置事業 公共資産課 ―

 環境 自然環境 R4新規 ― 電気自動車の購入 公共資産課 ―

 環境 自然環境 R4新規 支５ 公共施設への太陽光発電設備の導入調査 環境保全課 ―

 環境 自然環境 R4継続 ― 市民参画による緑化活動及び維持管理の推進 みどり公園課 ―

 環境 自然環境 R4継続 ― 太陽光発電等補助制度の実施 環境保全課 ―

 環境 生活環境 R6新規 ― 資源物収集所運用委託事業 リサイクルプラザ 48

 環境 生活環境 R5新規 ― ごみ収集ネットボックス購入費補助金 リサイクルプラザ 48

 環境 生活環境 R4継続 ― 美化キャンペーン 環境保全課 ―

 環境 生活環境 R4継続 ― そ族昆虫駆除事業の補助 健康づくり推進課 ―

 環境 生活環境 R4新規 ― 可燃ごみ混入雑がみ等分別袋配布事業 リサイクルプラザ ―

 環境 生活環境 R4新規 ― 可燃ごみ収集等効率化事業（草木等の資源化による可燃ごみの減量化） リサイクルプラザ 48

 環境 生活環境 R4継続 ― 粗大ごみの減量化、資源化事業 リサイクルプラザ ―

 環境 生活環境 R4継続 ― 食品ロスの削減 リサイクルプラザ ―

自治・行政 コミュニティ R7拡充 育３ 自治会運営支援（ＬＩＮＥ）事業 市民活動推進課 49

自治・行政 コミュニティ R6新規 育３ 綾瀬市市民活動補償制度 市民活動推進課 ―

自治・行政 コミュニティ R4拡充 育３ あやせ大納涼祭 市民活動推進課 ―

自治・行政 コミュニティ R4継続 育３ 市民活動応援補助金（きらめき補助金） 市民活動推進課 49
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自治・行政 コミュニティ R4継続 育３ 市民活動センターあやせ 市民活動推進課 49

自治・行政 コミュニティ R4継続 育３ 市民協働事業 市民活動推進課 ―

自治・行政 コミュニティ R4継続 育３ 自治会ホームページ作成経費に対する補助金 市民活動推進課 ―

自治・行政 コミュニティ R7拡充 育２ 綾瀬市国際交流イベント補助金 市民活動推進課 50

自治・行政 コミュニティ R5新規 育２ 親子交流による多文化共生の推進 市民活動推進課 50

自治・行政 コミュニティ R4新規 育２ 外国人市民のための一元的情報提供・相談窓口 市民活動推進課 51

自治・行政 コミュニティ R4新規 育２ あやせウェルカムパックの配布 市民活動推進課 51

自治・行政 コミュニティ R4継続 育２ 日本語等の学習支援 市民活動推進課 51

自治・行政 人権・平和 R6継続 ― 女性就労等支援事業補助金 市民活動推進課 ―

自治・行政 人権・平和 R4継続 ― 人権作文・ポスターコンクール 市民課 ―

自治・行政 人権・平和 R3新規 ― 男女共同参画標語・川柳コンクール 市民活動推進課 ―

自治・行政 人権・平和 R4継続 ― 平和展 市民課 ―

自治・行政 行政経営 R4新規 ― 総合計画2030の効果検証 企画課 ―

自治・行政 行政経営 R4新規 ― 綾瀬市市民納得度調査 企画課 ―

自治・行政 行政経営 R4新規 ― スマート自治体推進事業 情報政策課 52

自治・行政 行政経営 R4新規 ― 業務効率化の取組み 文書法務課 ―

自治・行政 行政経営 R3新規 ― 行政文書管理システムの運用 文書法務課 ―

自治・行政 行政経営 R5新規 育４ 「ばらで輝くまちあやせ」への取組み 秘書広報課・公共資産課・市民課
・商業観光課・みどり公園課 52

自治・行政 行政経営 R4継続 ― 東名高速道路シティプロモーション横断幕 秘書広報課 ―

自治・行政 行政経営 R3新規 ― 採用試験のリニューアル 職員課 ―

自治・行政 行政経営 R6新規 支５ 吉岡地区公共施設再編事業 公共資産課 53

自治・行政 行政経営 R6新規 支５ 寺尾綾北地区公共施設再編事業 公共資産課 53
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自治・行政 行政経営 R5新規 支５ 早川地区公共施設再編事業 公共資産課 53

自治・行政 行政経営 R4新規 支５ 蓼川地区公共施設再編事業 公共資産課 54

自治・行政 行政経営 R4新規 支５ もみの木園建替え事業 公共資産課・障がい福祉課 54

自治・行政 行政経営 R4新規 稼５ 綾瀬市中心市街地の活性化（リニューアル） 公共資産課 ―

自治・行政 行政経営 R4新規 稼５ 市民文化センターの再編 公共資産課 ―

自治・行政 行政経営 R3継続 支５ 公共施設再編の推進 公共資産課 ―

自治・行政 行政経営 R7新規 ― 公共施設予約システムの更新及びキャッシュレス化 スポーツ課・福祉総務課・
生涯学習課・健康づくり推進課 55

自治・行政 行政経営 R6新規 ― 地域・まちづくりＤＸ 情報政策課 55

自治・行政 行政経営 R5新規 ― 綾瀬市ＤＸ推進事業 情報政策課 56

自治・行政 行政経営 R4新規 ― 業務改革（ＢＰＲ）支援業務 企画課 ―

自治・行政 行政経営 R4新規 ― 公共施設Wi-Fi環境整備 公共資産課 ―

自治・行政 行政経営 R3拡充 ― タブレット会議の活用 情報政策課・議会事務局 ―
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